
（裏面） 

資格審査申請書類一覧表 

  

「資格審査申請書類についての中央公共工事契約制度運用連絡協議会の申合せ」統一様式及び添付書類 

 

【建設工事】  ★印の様式はダウンロードが可能です。 

★ １ 業者登録整理カード（建設工事）                    様式Ａ 

★ ２ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）          様式 1-1､1-2 

★ ３ 工事経歴書                              様式 2 

４ 建設共同企業体協定書の写し（共同企業体である場合） 

★ ５ 営業所一覧表                             様式 3 

 ６ 経営事項審査結果通知書の写し（最新のもの） 

 ７ 建設業の許可証明書の写し                  （６の提出により省略可） 

 ８ 登記簿謄本の写し                      （６の提出により省略可） 

 ９ 建設業退職金共済事業加入証明書の写し （加入の場合のみ）  （６の提出により省略可） 

10 建設業労働災害防止協会加入証明書の写し（加入の場合のみ） 

11 納税証明書の写し （法人税・消費税、事業税、町税：山北町に納付すべき全ての税目） 

12 印鑑証明書の写し （使用印鑑がある場合は、使用印鑑届：書式自由） 

13 委任状（委任行為がある場合、書式自由。但し、委任先住所、職名、氏名、支社名等、電話番号を記載） 

★ 14 暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書（必須） 

 

【測量・建設コンサルタント等】  ★印の様式はダウンロードが可能です。 

★ １ 業者登録整理カード（測量・建設コンサルタント等）           様式Ｂ 

★ ２ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等） 様式 1-1､1-2 

★ ３ 測量等実績調書                            様式 2 

★ ４ 業態調書                               付表 

 ５ 希望業種に係る登録証明書の写し 

 ６ 現況報告書の写し（建設コンサルタント・地質調査業・補償コンサルタント登録業者） 

★ ７ 技術者経歴書                様式 3     （６の提出により省略可） 

★ ８ 営業経歴書・営業所一覧表          様式 4-1､4-2  （６の提出により省略可） 

 ９ 登記簿謄本（個人の場合は身分証明書）の写し         （６の提出により省略可） 

10 財務諸表類（直前１年度分）                 （６の提出により省略可） 

11 納税証明書の写し （法人税・消費税、事業税、町税：山北町に納付すべき全ての税目） 

12 印鑑証明書の写し （使用印鑑がある場合は、使用印鑑届：書式自由） 

13 委任状（委任行為がある場合、書式自由。但し、委任先住所、職名、氏名、支社名等、電話番号を記載） 

★ 14 暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書（必須） 

 

【物品製造・買入れ・売払い・役務の提供等】  ★印の様式はダウンロードが可能です。 

★ １ 業者登録整理カード（物品製造・役務の提供等）           様式Ｃ 

★ ２ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品製造等）       様式 1-1．1-2､1-3 

★ ３ 営業経歴書・営業所一覧表                     様式 2､付表 

 ４ 登記簿謄本（個人の場合は身分証明書）の写し 

 ５ 財務諸表類（直前１年度分） 

 ６ 納税証明書の写し （法人税・消費税、事業税、町税：山北町に納付すべき全ての税目） 

 ７ 印鑑証明書の写し （使用印鑑がある場合は、使用印鑑届：書式自由） 

 ８ 委任状（委任行為がある場合、書式自由。但し、委任先住所、職名、氏名、支社名等、電話番号を記載） 

★ ９ 暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書（必須） 

【注意事項】 １ 申請書の「統一様式」は、書店・文具店等で購入できますが、標記協議会申合せ以外の様

式［国交省（地方整備局）様式］でも受付します。  

       ２ 業者登録整理カードは、一番上にしてファイルしてください。 

       ３ 各種経歴書・営業所一覧表等については、他に代わるものがあればその提出で可能です。 

       ４ 国税の様式については、法人は「その３の３」個人事業者は「その３の２」とし、都道府

県税については、直前 1年分の証明とします。委任の場合は委任先のものとします。 

       ５ 森林施業については、役務の提供として申請してください。 


